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結核に関する特定感染症予防指針に関する進捗状況の中間評価（案） 

 

厚生科学審議会 

結 核 部 会 

 

１． 目的 

我が国の結核対策については、結核を特に総合的に予防対策に取り組むべき

感染症として位置づけ、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（以下「感染症法」という。）（第 11 条第 1項）及び予防接種法（第 20 条

第 1項）の規定により平成 19 年に策定された結核に関する特定感染症予防指針

（以下「予防指針」という。）に基づいて、推進していくこととしている。平成

23 年に改正された予防指針では、多剤耐性結核などの複雑な管理を要する結核

治療を担う中核的な病院や地域ごとに合併症治療を担う基幹病院の確保と、医

療機関や保健所等複数の関係機関が連携して直接服薬確認療法（DOTS）を推進

することで、必要な結核病床の確保と患者中心の医療提供体制を再構築するこ

となどの低まん延化に向けた新たな対策の枠組みが示されている。 

予防指針では、掲げられた施策及びその目標値の達成状況、結核発生動向等

状況の定期的な検証及び評価等を踏まえ、少なくとも５年ごとに再検討を加え、

必要があると認めるときは、これを改正するものとされている。平成 25 年は中

間年にあたる年であり、残された課題について重点的に対策を進めていくこと

が重要であるとの認識の下、各自治体の進捗状況について調査を実施し、これ

までの対策全体について中間時点での評価を行った。 

 

２． 方法 

「結核に関する特定感染症予防指針の進捗状況等調査について（依頼）」（事務

連絡平成 25 年 11 月 1 日厚生労働省健康局結核感染症課）に基づき、140 自治体

（都道府県、政令指定市・中核市・保健所設置市・特別区：市及び特別区）に

対し、平成 23 年５月の予防指針改正後の各自治体における「予防指針に関する

施策の進捗状況」や付随して「病原体サーベイランス」について調査を実施し

た。 

 

３． 結果 

140 自治体中 140 自治体から結果を回収した（回収率 100%）。 

（１）発生動向調査、（２）予防指針を踏まえた予防計画等の策定状況、（３）

医療の提供、（４）具体的な目標、（５）病原体サーベイランス、に関する調査

の結果についてまとめた。なお、（４）具体的な目標については、アンケート調
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査結果を踏まえた今後の対応への提言を記載している。 

 

（１） 発生動向調査 

① 結核・感染症サーベイランス委員会については、43 自治体が定期的に実施

しているものの、97 自治体は定期的に実施していない。 

② 病原体サーベイランスの構築については、集団発生時等必要に応じて分子疫

学的手法を実施できる自治体が 73.6％であり、約 15％～20％の自治体がほ

ぼすべての培養陽性患者についての VNTR 実施やデータデース化、菌バンク

の構築をしている。 

 

（２） 予防指針を踏まえた予防計画等※の策定状況について 

① 予防指針を踏まえた予防計画等については、43 都道府県（91.5%）で策定・

改正されている。４県は策定・改正に向けて準備中。 

② 都道府県の予防計画等の約 8割には、具体的な目標設定や高齢者・ハイリス

クグループへの施策、接触者健診の強化・充実が含まれている。 

③ 多くの自治体が施策の対象としているグループは高齢者、住所不定者、外国

人であり３大ハイリスクグループといえる。ハイリスクグループには、多種

多様なグループが設定され、グループや地域の実情に応じた施策内容となっ

ている。 

④ 約２割の市及び特別区においても、独自に予防計画等を策定し、その多くで

都道府県と同様にハイリスクグループへの施策等を盛り込んでいる。 

⑤ 接触者健診で分子疫学調査手法を活用するにあたり、約半数の都道府県、約

4分の１の市及び特別区が何らかの制度上の課題を認識している。 

⑥ 45％の自治体が BCG 接種の目標を設定しており、実績としては平均値・中央

値ともに 95％以上であった。 

⑦ 約８割の都道府県は施設内（院内）感染の防止についての施策を予防計画等

に含めている。 

⑧ 約９割の都道府県は人材育成についての施策を予防計画等に含めている。 

⑨ ハイリスクグループへの施策の好事例として、複数の自治体が「結核対策特

別促進事業」等を活用した健康診断や健康教育を実施している。 

 

※予防計画等とは、感染症法第 10条に規定する「感染症の予防のための施策の実施に関す

る計画」、結核の予防のための施策の実施に関する計画、その他関連する予防のための施

策の実施に関する計画を指す。 

 

（３） 医療の提供 
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① 許可、稼働又はモデル病床を有する結核治療が可能な医療機関の数はそれぞ

れ 234、209、91 である。 

② 上記における結核治療が可能な病床数はそれぞれ 6,199、4,636、454 である。 

③ 稼働病床を有する施設のうち半数以上が、多剤耐性結核患者を受け入れ可能

である。 

④ 稼働病床を有する施設のうち 9割以上の施設及びモデル病床を有する施設

のうち６割以上の施設で、院内 DOTS が実施されている。 

⑤ 合併症対応が可能な施設数は以下の通り（程度により対応不可の場合も含

む）。 

※同一医療機関において、結核病床及びモデル病床を有する場合は、重複せずに集計（13 医療機関）。 

 透析に対応可能な施設が計 123 施設ある。 

 心疾患（CCU 対応相当）に対応可能な施設が計 69 施設ある。 

 心疾患（モニター管理など安定した病態）に対応可能な施設が計 188 施

設ある。 

 精神疾患に対応可能な施設が計 84 施設ある。 

 認知症疾患（徘徊程度）に対応可能な施設が計 111 施設ある。 

 認知症疾患（健忘程度）に対応可能な施設が計 209 施設ある。 

⑥ 地域 DOTS の実施主体としては、保健所が主要な実施主体で、続いて病院、

診療所、薬局、訪問看護ステーションが自治体における地域 DOTS 実施に関

わっている。 

⑦ 地域 DOTS では実施主体ごとにそれぞれの強みを活かした方法で貢献してい

る。（薬局による外来 DOTS、訪問看護ステーションによる訪問 DOTS、等） 

⑧ 保健所による地域 DOTS については、訪問 DOTS、連絡確認 DOTS と比較し、

外来 DOTS を実施していない自治体がある。 

⑨ DOTS カンファレンスは 99.3%の自治体で実施されており、コホート検討会は

91.4%の自治体が実施している。 

⑩ 27.1%の自治体が地域連携パスを導入している。 

 

（４） 予防指針に掲げられた「具体的な目標」の今後の対応への提言 

① DOTS 実施率算定方法は、算定する目的を明確にした上で、適切に定義する。 

② 潜在性結核感染症の治療成績判定方法については、今後結核患者登録システ

ムの改変にあわせて自動算出の補助的併用も含めた、より簡便な算出（判定）

方法を検討する。 

③ 結核患者治療成績判定については、治療判定に関して、各保健所における「治

療結果保健所入力」とすることについて、望ましい 36.4％、どちらともい

えない 55.7%、望ましいとはいえない 7.9%との結果を踏まえ、結核患者登録
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システムの自動判断を補助的に利用する等の検討をした上、近い将来「治療

結果保健所入力」を治療成績とする方向で検討する。 

④ 結核患者治療成績判定を各保健所における「治療結果保健所入力」とするた

めには、LTBI 患者・肺結核患者の各治療成績判定基準を明確化する必要が

ある（※肺外結核患者・多剤耐性結核患者の治療成績判定基準を明確化する

ことは困難であるが、治療成績の把握は必要であり、その方法は今後の検討

課題である）。 

 

具体的な目標 

 

（５） 病原体サーベイランス（薬剤感受性検査及び分子疫学的手法） 

（病原体サーベイランスの取組が先進的であると判断した32自治体の集計結果） 

① 病原体サーベイランスを構築している 32 自治体のうち 8 割以上が施策とし

て実施。 

② 病原体サーベイランスに関わる主な検査機関は、一部医療機関（薬剤感受性

試験及び菌株の提出等）があるが、多くは地方衛生研究所（主に分子疫学的

手法）となっている。 
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③ 集計対象とした自治体の多くの地方衛生研究所では、VNTR 法等の遺伝子解

析を実施している。 

④ VNTR 法は広く普及しているが、RFLP 法、薬剤感受性試験は、VNTR 法に比し

て実施率、実施可能性ともに低い状況である。 

⑤ 40.6%の自治体が患者の同意を得ている（行政検査では患者同意は不要）。 

⑥ 検体輸送については、様々な手段が用いられている。 

⑦ 37.5%の病原体サーベイランス事業では多剤耐性結核菌を対象としていない。 

⑧ 87.5%の自治体は病原体分離を実施している施設での保管状況を把握してい

ない。 

⑨ 病原体情報は、9.4%の事業では紙ベース、71.9%の事業では表形式（エクセ

ル等）で保存されており、データベースを構築できている事業は 18.8%であ

る。 

⑩ 病原体情報は主に地方衛生研究所で管理されている。 

⑪ 87.5%の病原体サーベイランス事業では、少なくとも患者登録者情報とリン

クする患者情報をもって管理している。 

⑫ 菌株の保存は、原則すべての菌株に実施（68.8％）、一部の菌株に実施（3.1%）、

実施していない（28.1%）となっている。 

 

病原体サーベイランス（分子疫学的検査）の進捗状況 

 
 

４． 調査結果を踏まえた今後充実すべき具体的な取組方策 
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（１）発生動向調査（（５）病原体サーベイランス含む） 

実施主体 具体的な取組 

国 -各自治体における定期的な結核・感染症サーベイランス委

員会の開催を促す。 

-発生動向調査の質の向上のための取組。  

-病原体サーベイランスについて、薬剤感受性検査の精度管

理及び分子疫学的調査の国レベルでのネットワーク化の在

り方を検討。 

-結核知識や発生動向等の普及啓発。 

都道府県 -定期的な結核・感染症サーベイランス委員会の開催による

関係者の意識・知識向上に向けた情報発信・共有及び情報

還元の実施。 

-病原体サーベイランスを構築していない自治体は、先進的

な取組を実施している自治体を参考に、病原体サーベイラ

ンスの構築に努める。 

政令指定市・中

核市・保健所設

置市・特別区 

-定期的な結核・感染症サーベイランス委員会の開催による

関係者の意識・知識向上に向けた情報発信・共有及び情報

還元の実施。 

専門機関 

（結核研究所） 

-発生動向調査事業に対する技術支援の実施・継続。病原体

サーベイランス体制構築に対する技術的支援の実施。 

 

（２）予防指針を踏まえた予防計画等 

実施主体 具体的な取組 

国 -先進的な取組を実施している自治体の事例を取り上げ、他

の自治体へ紹介することにより、地域における対策の充実

化を促す。 

-定期的な進捗状況の確認。 

-都道府県が開催する結核予防技術者地区別講習会の後方支

援などを引き続き行い、国-自治体、自治体関係者間の情報

共有強化のための機会の提供。 

-予防指針は少なくとも５年ごとに再検討を加え、必要があ

ると認めるときは、改正する。 

都道府県 -予防指針の内容を踏まえた予防計画の作成や地域の実情に

応じた対策の充実及び進捗のモニタリング。 

-地区別講習会などの定期的な開催の継続と、関係者との積

極的な情報共有。人材の養成を引き続き行う。 
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-「結核対策特別促進事業」等も活用し、引き続き、地域の

実情に応じた結核対策の推進。 

政令指定市・中

核市・保健所設

置市・特別区 

-地区別講習会などへの積極的な参加と、関係者との積極的

な情報共有。「結核対策特別促進事業」等も活用し、引き続

き、地域の実情に応じた結核対策。 

専門機関 

（結核研究所） 

-「低まん延化」に向けた専門的観点からの助言と支援の実

施。進捗モニタリングに対する技術支援を実施・継続。 

 

（３）医療の提供 

実施主体 具体的な取組 

国 -医療提供体制の把握。 

-都道府県の取組支援を引き続き行う。 

-結核患者に対し、早期に適切な医療を提供。 

-潜在性結核感染症患者の治療を積極的に推進。 

都道府県 -結核患者収容モデル事業も活用し、引き続き、地域の実情

に応じた医療提供体制の再構築。 

-地域連携パス等を用いた医療機関との連携の推進。 

保健所 -患者を中心とし、地域の実情に応じた地域 DOTS の一層の推

進。 

-関係者との積極的な情報共有。 

-地域の医療機関、薬局等との連携。 

医療機関 -院内 DOTS の推進及び保健所との連携。 

（服薬支援計画の作成、服薬確認の実施、患者教育の実施及

び保健所との連携を行う。） 

-結核の一般医療を担う診療所及び一般病院と地域の基幹病

院及び中核的な病院の連携。 

 

（４）具体的な目標 

実施主体 具体的な取組 

国 -接種率など定期的な進捗状況のモニタリングとそれに対す

る臨機応変な対応。 

都道府県 -進捗のモニタリングとそれに対する臨機応変な対応。 

政令指定市・中

核市・保健所設

置市・特別区 

-進捗のモニタリングとそれに対する臨機応変な対応。 

市町村（特別区 -BCG 接種率 95％以上に向けたさらなる取組の強化・維持。 
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含む） -都道府県、他の市町村との連携強化による最新情報や他の

都道府県、市町村特別区の取組に関わる情報の入手と業務

への有効活用。 

専門機関 

（結核研究所） 

-「低まん延化」に向けた専門的観点からの助言と支援の実

施。進捗モニタリングに対する技術支援を実施・継続。 

 


